
財政状況等一覧表（平成１９年度）

（単位：百万円）

団体名 岐阜市 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

70,635 8,390 3,125 82,150

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 138,414 131,546 6,869 6,212 1,487 134,099 基金から1,343百万円繰入

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 101 86 16 16 6 419

土地区画整理事業特別会計 2,584 2,113 472 - 1,377 334 基金から320百万円繰入

育英資金貸付事業特別会計 93 93 - - 18 - 基金から6百万円繰入

薬科大学附属薬局事業特別会計 513 405 109 109 - 78

一般会計等 140,630 133,165 7,465 6,337 134,930 基金から1,669百万円繰入

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

市民病院事業会計 14,307 14,158 149 3,651 1,220 7,098 4,564 法適用

中央卸売市場事業会計 772 744 28 279 286 2,061 822 法適用

水道事業会計 5,189 4,980 209 2,408 247 41,348 1,985 法適用

下水道事業会計 7,416 7,354 62 2,009 2,558 68,780 28,337 法適用

廃棄物発電事業特別会計 189 189 - - - 281 -

食肉地方卸売市場事業特別会計 238 238 - - 78 450 140

観光事業特別会計 597 597 - - 230 66 33

競輪事業特別会計 17,766 15,617 2,149 2,149 - - -

国民健康保険事業特別会計 47,404 45,399 2,005 2,005 4,254 - -

老人保健医療給付事業特別会計 36,677 37,054 △ 377 △ 377 2,830 - -

介護保険事業特別会計 21,740 21,338 402 402 3,132 - -

駐車場事業特別会計 456 456 - - 217 3,962 1,704

公営企業会計等 計 12,526 124,046 37,585

（注） １．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
２．法適用企業に係るもの以外のものについては「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

岐阜県市町村会館組合 80 77 3 3 - - -
岐阜地域肢体不自由児
母子通園施設組合

91 76 15 15 - - -

岐阜羽島衛生施設組合 2,002 1,944 58 58 - 983 171

木曽川右岸地帯水防事務組合 39 36 3 3 8 - - 基金から8百万円繰入

岐阜県後期高齢者医療広域連合 1,541 1,329 212 212 - - -

一部事務組合等 計 291 983 171

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

岐阜市にぎわいまち公社 8 25 2 3 － － 908 91

岐阜産業会館 △ 2 1 2 － － － － －

岐阜市学校給食会 2 15 1 7 － － － －

岐阜市みどりのまち推進財団 3 308 20 2 － － － －

岐阜市教育文化振興事業団 9 222 10 16 － － － －

岐阜観光コンベンション協会 △ 11 353 50 56 － － － －

岐阜市国際交流協会 △ 2 242 212 0 － － － －

岐阜市土地開発公社 △ 8 30 10 － 404 1,413 － －

岐阜市公共ホール管理財団 36 77 30 － － － － －

岐阜乗合自動車 △ 411 2,378 9 76 － － － －

岐阜県健康長寿財団 △ 4 229 3 0 － － － －

岐阜県畜産協会 15 152 1 0 － － － －

岐阜県野菜価格安定基金協会 0 112 0 2 － － － －

地方公社・第三セクター等 計 350 162 404 1,413 908 91

（注） 損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。
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５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成18年度
A
平成19年度
B

差引
B-A

財 政 調 整 基 金 9,080

減 債 基 金 1,253

その他充当可能基金 17,192

充当可能基金 計 27,525

（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成18年度
A
平成19年度
B

差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成18年度
A
平成19年度
B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 9.19 7.71 △ 1.48 △ 11.25 △ 20.00 27.2

連結実質赤字比率 22.96 △ 16.25 △ 40.00 47.5

実質公債費比率 13.1 8.9 △ 4.2 25.0 35.0 47.0

将 来 負 担 比 率 52.3 350.0 36.1

財 政 力 指 数 0.84 0.85 0.01 0.0

経 常 収 支 比 率 86.3 90.7 4.4 0.0

0.0

（注） １．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。

２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
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